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航 空 路線 構 造 と地域 開発

戸 崎 肇

Ⅰ は じ め に

昨今の地方ブームの盛 り上が りの中,各地方

自治体は,地方空港の建設,路線の誘致をめ

ぐって激しい競争を繰 り広げてきた｡こうした

政策は,公共投資や一定の人流 ･物流を通 して

地元経済の高揚にある程度の貢献をなすもので

はあろう｡ しかし,その政策の基礎に,その地

方空港が全国的な路線ネットワークの中で将来

的にどのような役割を担いうるかを明確に見通

し,その長期的戦略を立案することなくしては,

結局は現在のわが国が抱える航空問題を助長し,

地方の開発における過剰負担と衰退をもたらす

結果を招くだけとなる可能性が高い｡

そこで本論では,地域開発の新 しい方向とし

て,航空産業の広範な情報ネットワークをさら

に有効に活用することを提案し,未来に向けて

の新 しい文化造 りの方策を模索する｡ その根底

には,航空産業は,同時に情報産業であり,文

化産業であるという捉え方がある｡ 以下,具体

的な項目について検証を行っていくが,ここで

取 り上げるのは,物流 ･情報ネットワークとし

ての航空路線網,その節たる空港,そして,そ

の空港を核とした地域開発計画における人材育

成の問題である｡

ⅠⅠ わが国における航空路線構造の分析

ネットワークの形成によって地域が活性化さ

れていくことは事実である｡しかし,交通網は

あくまでも中立的なものである｡ 単なる物理的

な機会均等だけではなく,街づ くりの条件に対

するアクセスとしての機会均等を併せて進めて

いかなければならない｡こうした地域開発にお

ける交通権の保証という観点から,まずは,路

線構造がいかにあるべきかという問題を最初に

取 りあげてみたい｡

1.わが国における航空路線構造の問題点

従来,日本の路線構造は,｢二眼レフ構造｣

と呼ばれてきた｡これは,東京と大阪という2

つの大都市の空港を中心とするハブ ･アンド･

スポーク構造によって成り立っているというこ

とを意味する｡ 両都市の空港利用率は極めて高

いが,どの空港も,騒音などの問題を抱え,発

着枠の需要に十分に応えることができない｡将

来的には,リニア ･モーターカーや高速鉄道網

の充実によって短距離輸送を代替 し,発着枠に

余裕を持たせようという構想 もある1)｡これに

対し,至近の対応としては,地方空港の整備に

よって,国際線の発着枠をそこに確保するとい

う方策が採られてきた｡この動きと,折からの

地方ブームが結びつき,地元関係者による路線

敷設の誘致合戦が繰 り広げられた｡しかし,最

近は,不景気の継続による財政の圧迫により,

このような地方優先政策も見直しされることに

なってきた｡

わが国の空港は,昭和31年に制定された空港

整備法によって,第一種から第三種までの三つ

の種別に大別される｡ これらは,開発費用の面

で各々異なっており,地方の第三種空港のよう

な下位空港になるほど地方の負担が重いものと

なっている｡ 近年は,成田空港や関西国際空港

1) 天野光三 ｢西 日本 リニア･エ クスプ レス構想｣,

『THE21』,1990年 7月｡
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に見られるように,公団形式の空港経営も見ら

れるようになったが,経営ノウハウや需要量の

問題などを鑑みる時,まだとても全国レベルで

展開できる形式とはなっていないといえる｡

以前,｢東京民活,地方官活｣という主張が

なされたことがある2)｡地方都市は,県民所得

は低いけれども,貯蓄率は高い ｢勤倹力行型｣

であるのに対 し,東京は所得は高いが支出も大

きいので,地方の資金はすべて東京に吸い上げ

られてしまう結果となる｡ この状態を改善すべ

く,東京における開発事業は金利のつく民活方

式を中心とし,そこから節約された公共事業費

を地方開発に振 り向けることによって,全体的

にバランスのとれた地域開発を図ろうとするも

のである｡ これは,上記の公団形式の議論とも

結びつ くものであるが,実現性の問題はさてお

き,このような視点に立った民活の導入論議が,

現時点において,より高まってもよいのではな

いかと考える｡

また,予算編成上の問題も考慮すべきであろ

う｡ わが国では,単年度主義の予算執行が行わ

れているが,空港のように,建設に要する期間

が長く,しかも受益が長期に及ぶ場合には,棉

来世代に対する費用負担の転嫁は妥当であると

考えられる｡ 実際に米国では,空港開発のため

の基本的な資金調達は,管理を行う自治体もし

くはローカル ･オーソリティーによって行われ

るが,その際には,将来的に空港が収得する使

用料等を引き当てとした収入債を発行 している｡

これは一定の償還期間にわたって返済されるた

め,現在の建設によって発生する費用を,将来

発生する便益の受益者にも分担させることにな

る｡ この方式は,空港建設に対 し,長期的な視

点をもって計画を立てるという利点と,その債

権引き受け対象を広 く市民に開放することに

よって,その開発意義を考える機会を提供する

という利点をも併せ持つ｡今後わが国において

も導入が検討されるべきものである｡

2) 平松守彦 ｢日本の交通と地域活性化｣,『運輸と経済』,
第50巻第12号,1990年12月｡

2.将来に向けた路線構造の再構築

さて,地方空港の拡充が果たされたとして,

その基盤の上にいかなる路線ネットワークを構

築すべきであろうか｡

これまでは,常にハブ ･アンド･スポーク型

の路線ネットワークの構築が叫ばれてきた｡こ

れは確かに非常に効率的な体系であり,その利

点は多くあげることができる｡ しかし,わが国

の状況に限ってみる場合,先述のように,将来

的には大都市圏の空港の供給制約が緩和されて

いく見込みがあるにしても,現在は,ハブ ･ア

ンド･スポークの利点を有効に活かせるような

状態にはない｡これは,首都圏への諸機能の過

剰集中という問題も絡んでおり,都市間題の解

決が先行しなければならないという面もあるが,

航空産業論の観点からは,地域の活性化によっ

て都市集中の緩和に結び付けていくような路線

構造の再構築が検討されていくことが必要では

ないかと思われる｡

こうした観点から提唱された概念 として,

｢循環的路線構造｣がある3)｡わが国における

首都集中の原因は,首都圏以外に経済圏が存在

しないことであり,地域間の経済圏の確立が必

要である｡ そのための前提条件 として,人 ･

物 ･情報が循環するような交通体系の構築が必

要となる｡ 現在みられるような開放系の交通体

系においては,半島振興法という法律が制定さ

れているように,半島などの末端部では,いず

れも過疎化が進んでいる｡ いわば ｢吸い上げの

構造｣である｡ これを循環型の交通体系にする

ことによって,国土の均等な発展へと結び付け

ようというのである｡

また,玉野井教授は,現在のシステムは,中

央に情報が集中するような,いわば中枢神経系

のような形のものであるが,これからは網の目

状のシステムを考えていく必要があると主張さ

れた4)｡つまりそれは,網の目のように,ある

箇所が部分であると同時に中心でもあるような,

3) 平松,同上｡

4) 玉野井芳郎 『地域主義の思想』,農山漁村文化協会,

1979年｡
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中枢センター的なセンターを持たない形で回路

を張 りめぐらしていくことである5)｡

こうした発想は,実行可能性,有効性を厳密

に論じれば,大いに問題 とすべき点もあるが,

長期的な展望に立った今後の国土の開発指針を

策定する上では,十分に参考とするに値するも

のであると思われる｡そして,その過程で考え

なければならないのは,コミューター航空をい

かに育て,活用すべきかという問題である｡

3.将来的路線構想における

コミューター航空の役割

コミューター航空は,東京への一極集中構造

を是正し,地方経済の活性化を図る上で重要な

役割を果たす可能性をもつ ｡ コミューター航空

とは,比較的小型の航空機材を用いて,概ね一

つの地域内で活動するものを言う6)｡近年,大

手航空会社の傘下にあるコミューター各社は,

その経営基盤の強化をはかって,積極的な路線

展開に取 り組んでいる｡

a.コミューター航空導入推進の背景

コミューター導入の条件となる,地方特性を

反映 した空港建設や路線開設の要望が盛 り上

がってきた要因としては,次の2つがある｡

1.航空行政の転換による航空事業の自由化

2.国土総合開発や地域開発の進展に対応し

た国土庁,地域自治体等のコミューター航

空開設意欲の盛 り上がり

コミューター航空事業の規制緩和は,昭和61

年12月に始まる｡ これは,同年の大手定期事業

三社に対する規制の見直 しと歩を一にしたもの

である｡ これによって,コミューター航空の分

野にも競争原理が導入されることになった｡

ここで注目すべきなのは,自由化先進国であ

5) 玉野井,同上,271ページ｡

｢実は,高等動物になればなるほど中枢神経系が発達す

るということから,何か中心を持つものが高度で,網の

目的な結合様式は下等だといった感覚があるのですが,

このあたりは再検討して考え方を転換しなければならな

い｡なにも大脳が生命の基本ではなくて,個々の細胞と

細胞をつなぐ毛細血管やリンパ管のほうが,本当は重要

なのかも知れない｡｣

6) 航空審議会地域輸送間趨小委員会による定義｡
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る米国での規制緩和後の状況の推移との違いで

ある｡ 米国の場合には,わが国に比べ,航空が

はるかに日常化しているため,採算上の理由に

よる大手航空会社の路線撤退は,当該地域の住

民の足を奪うことになり,直接的な被害を与え

ることになる｡ そのため,米国では,大手航空

会社の撤退と入れ替わりにコミューターが乗 り

入れた例が多い｡また,そうしたコミューター

の参入に対し,連邦政府が小規模ながらも財政

的に支援 したという事実は意義深い｡これに対

し,わが国の場合には,定期航空会社が既にか

なり広範囲に路線を展開しているために,コ

ミューター航空が参入できる領域がわずかしか

残されていなかった｡とりわけ,技術的な問題

等から固定翼の基幹空港への乗 り入れができな

いために,経営的に非常に脆弱な状態にならざ

るを得なかったのである｡ 運輸省のスタンスも,

地域の主体性にまかせっきりの状態に近いもの

があり,積極性に欠けるものであった｡

ただ,政府も次第に支援の姿勢を積極的に打

ち出すようになり,地域空港整備計画では,地

方公共団体が整備するコミューター空港を従来

の第三種空港に準ずるものとして,NTT株の

売却益を財源とする助成制度により,40%の無

利子貸付 (償還時に同額を補助)を実施するこ

ととした｡また,昭和61年 6月に出された第四

次全国総合開発計画では,コミューター航空に,

高速交通体系の一環としての重要な位置づけを

なし,その積極的展開を提唱した｡

社会的にも,こうした動きを受け入れる環境

が整ってきた｡その中で最も重要なものは,所

得水準の上昇等によってもたらされた高速性志

向の高まりである｡ 小型航空機の性能の向上に

よって,就航率,定時性が高まったことが,そ

の需要を底支えしている｡ 加えて,防災,緊急

輸送,VIP輸送等,多様な分野で積極的に小

型機の利用を図る動きが広がっていることも大

きい｡

b.コミューター航空の問題点

コミューター航空が抱える最大の問題は,幹

線空路に比べて運賃が高水準とならざるをえな
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いということだろう｡ 固定翼機を使うコミュー

ター航空では,通常の定期航空で大型ジェット

機を使 う場合の約 2倍,ヘリコミューターの場

合には約 3倍のコス トがかかる｡ また,特に山

地越えの路線の場合には,高価な機材を導入し

なければならない｡

これに対 し,従来喧伝されてきた就航率の問

題は,機材の性能の向上により,大幅に改善さ

れてきた｡今後は固定費の低下,リスクの分散

によって運航の効率化を図るために,路線の複

数化が望まれるところだが,大手航空会社の傘

下にあるコミューター会社のように,親会社か

ら路線の割譲を受けることができるような場合

を除けば,既設の空港における供用制限や,住

民との協定が厳しいなどの理由により,なかな

かその需要に応じることができない｡例えば,

現在,県営の第三種空港の供用時間は8時間と

一律に決められているが,季節的な需要の増減

や有視界飛行との関係に鑑みて,日没時間等の

地域的特性に応じた,弾力的な運用が行われる

ことが望まれる｡

他に,空港-のアクセスの利便性の問題があ

る｡ 特にヘリポー トの場合には,コミューター

空港よりも少額の事業費で造ることができるも

のの,都市に近くないと,その意味をなさなく

なる｡その際,騒音問題の発生をいかに食い止

めるかが大きな課題となってくる｡

C. ケース ･スタディによるコミューター航

空の今後の方向性の検討

ここでは,横山昭市氏が行った,長崎航空と

西瀬戸エアリンク (NAL)のケース ･スタ

ディに基づいて,コミューター航空の今後の方

向性がいかなるものであるかについて検討 して

みたい7)｡

長崎航空は,長崎県の離島振興対策の一つと

して,先行企業の中でも比較的早期に (昭和36

午)開設された｡現株主の25%が長崎県で,長

崎市など4市16町村が3.8%を持つ第三セク

ターである｡ 就航当初は,利用率の低い路線を

7) 横山昭市 ｢コミューター航空への期待と課題｣,『運輸

と経済』,第51巻第 3号,1991年3月｡

抱えていたこと,天候や季節に左右されやすく,

就航率や利用率の変動率が大きいこと,離島振

興のために,運賃の値上げが長崎県によって抑

制されてきたことなどの理由によって,赤字経

営を余儀なくされたが,昭和61年度からの経営

改善 5ヵ年計画によって,経営の安定をみるに

至った｡その成功の要因はいくつか挙げること

ができるが,その中で最も注目すべきなのは,

旅客輸送事業と使用事業の複合経営が功を奏 し

たことである｡ 使用事業とは,貸切 ･宣伝,舵

空測量,漁業の取 り締まりなどのことを指す｡

ここに,コミューター航空と地域社会 ･産業と

の共存関係の確立をみることができるであろう｡

また,長崎県などの自治体が,財政的援助を

行っていることも大きい｡

これに対 してNALの場合は,純民間資本と

しての企業の進出であり,既設の生活路線型と

は異なる,ビジネス ･観光型のコミューター航

空であった｡これは,コミューター航空の自由

化によるアクション･プログラムに基づ く最初

の開設であり,広島 ･松山 ･大分という都市間

コミューターとして注目を集めた｡しかし,結

果的には,輸送人員が予測のほぼ半分にとどま

り,利用率も低 く (平成元年度で38%),経常

収支では累積赤字が増加するという全 くの予想

外の結果となった｡この背景には海運との競合

の厳しさもあるが,長崎航空の場合と比べて言

えることは,地域との密着性を欠いたままに,

中途半端な営業姿勢をとったことがこうした格

差を生み出したのではないかということだ｡な

お,平成 3年4月からは,大分一松山線を廃止

した上で JALフライト･アカデミーに運営が

移管された｡その後は大手航空会社の傘下企業

として,経営の改善に努めつつある｡

以上見てきたように,今後のコミュータ航空

のあり方としては,地域との共存を図った,第

三セクター方式が望ましいように思われる｡ 第

三セクターの場合には,公共性優先のために運

賃規制が厳しいという制約があるものの,長崎

航空の場合のように,多方面における活動との

兼業により,内部補助の体制を整えることに
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よって,経営問題の克服は可能である｡ 事業免

許は第三セクターとして受け,運航等は民間に

委託して行うといった方法は,特に有効な手段

として考えられる｡ これによって戦略的な営業

施策を実施し,NALが取 り込めなかった地域

間交流のポテンシャルの増加を吸収することに

よって,さらに経営基盤を強化していくことが,

これから必要とされてい くであろう｡

ⅠⅠⅠ 空港を核とした地域開発と,

その人材育成

ここでは主に,航空ネットワークの核となる

空港を視点に据えて,地域社会の形成と発展の

可能性について論 じてみたい｡

昨今の地方ブームの中で,地方空港-の国際

線の誘致合戟は,一種異様な盛 り上がりを見せ

た｡その背景には,国際路線の運航が行われさ

えすれば国際化が果たせるという発想が見られ

る｡ また,地方空港の開発ブームにおいても,

空港さえ誘致すれば,それだけで地元経済が活

性化されるという,強い思いこみがあった｡し

かし,識者によって指摘されるように,空港の

開設に伴って新規採用される人材は,多く航空

産業の中での内部流動によってまかなわれるに

すぎず,地元経済にもたらす活性化効果は,一

部のごく限られた領域に限られるものである｡

このような事実をしっか りと認識しておかなけ

れば,事後において単に環境破壊の面だけが強

調され,なんらプラスの面を持たないことに

なってしまうことになる｡

航空には高速性という特性がある｡ これを活

かすためには,空港-のアクセスにかかる時間

を含めた,移動全体の所要時間を短縮していか

なければならない｡そのため,近年,全国各地

の空港では,次の課題に取 り組んできた｡

1.空港での他の交通機関との接続をさらに

便利なものにする｡

2.空港周辺-産業を誘致するなど,諸機能

を逆に空港に近づけ,目的地に着いてから

都市に向かう必要性をなくし,空港が環境

問題などのために都心から遠ざからざるを
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得ない状況の打開をはかる｡

1のケースは成田や福岡のなどの場合に見ら

れるし,2のケースは,関西国際空港における

取 り組みなどに代表される｡

ここで,地域開発に関わる議論を展開する前

に,最初に確認しておかなければならないこと

は,空港を含んだ交通機関は,一方では交通 ･

運輸手段としての機能を持つとともに,他方で

は,地域社会における情報ネットワークの節と

して機能するということである｡1985年に発表

された,『臨空港産業開発-の指針』という研

究報告には,次のような記述がある｡

地域産業が新空港の開設を前提としながら,

自らの活性化を打ち出していく｡ そしてこの

基本的な方向に沿って活性化を図っていく際

に,新空港をどのように活用することが望ま

しいのか,ということを考えていく｡ こうし

た発想が新空港の開設に対する地域産業の適

応の基本になくてはならない｡でないと,新

空港は少しも役立たない 8)｡

従来,地方の地場産業といえば,都市型の高

付加価値のものに比べ,安い労働力に頼った安

物の生産物というイメージでとらえられていた｡

しかし,現在そうした分野では,韓国 ･台湾な

どの中進国,中国 ･インドネシアなどの発展途

上国が圧倒的な勢力をもつにいたっている｡ 先

進国地域社会の大勢は,高所得経済化-の移行

に伴って,選択的支出の増大,需要の増大,そ

して敏感なニーズへと変化してきている｡ こう

した中で地域の産業は,これまでの地方型地場

産業から先進国型地域産業への転換がはかられ

なければならない｡この場合,旅客や貨物の移

動とともに,ファッションや他の地域文化との

交流が大規模にはじまり,従来の財やサービス

の ｢見直し｣が起こってくる｡

地域産業経済研究所の山崎氏は,先進国型地

域産業の条件として,次の6つを挙げている9)｡

8) 香川県商工会連合会 ･(財)日本地域開発センター 『臨

空港産業開発への指針』,1985年,20ページ｡

9) 同上,22ページ｡
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1.製品やサービスの品質 ･性能 ･機能が優

れていることはもとより,ファッション性

にも富み,デザイン集約的であること｡

2.地域に蓄積されている技術 ･技能や地域

の賦存原材料資源を有効に活用 し,地域を

ベースとした独自の個別化 ･差別化がはか

られ,地域性が十分に発揮されていること｡

3.独創性のあるデザイン開発力 ･製品開発

力を競争のキメ手としており,この点では

知識労働集約型であること｡

4.高品質ニーズやファッションニーズにも

対応し,かつ高賃金水準にも耐えうるだけ

の独自の生産技術開発力をもっていること｡

このため,良い製品を安 く作ることが可能

になること｡

5.多品種少量生産,多品種中量生産を効率

的にこなし,個性的な製品やサービスを提

供することができること｡

6.消費者指向,マーケテイング指向が強く,

新鮮でホットな消費に関連した情報を絶え

ず生産の現場にフィードバックすることの

できる体制ができていること｡

以上の結果として,製品やサービスは高付加

価値化,高加工度化がはかられることになると

している｡

転換のための条件としては,A.情報収集力

の強化,B.独創性のある製品開発力,デザイ

ン開発力,技術開発力の強化,C.先端技術を

中心とした,最近の技術革新の成果の積極的導

入,D.感性 ･情緒 ･イメージのような人間の

文化的要素が非常に価値ある経営資源であると

いう認識を十分に高め,この蓄積をはかる努力

をすること,E.地域固有の特性の再活用,が

ある｡ そこで,空港の存在を上記の条件と対応

させて考えてみると,次のようになる｡

1.情報への接近性

2.理工系大学,各種研究所の新設 ･拡充強

化のための一つの前提条件

3.マイコン応用システム,機器の開発,そ

の効果的な利用のためのソフトの開発を専

門に行う研究開発型中小企業が立地する可

能性の存在

4.東京との接近性の維持による,ハイタレ

ントの定住の可能性

5.新規開設に伴う新しい事業機会の開発に

よる,地域固有の技術 ･原材料資源の新た

な有効活用の可能性

情報が収集されれば,その情報の分析をもと

に,何が必要とされるのか,現在何をなすべき

か,の行動基準を兄いだすことが必要である｡

つまり,今海外や国内の産業界ではいったい何

が起こっているのか,その中で,この地域の産

業はどういう位置にあるのか,そういった時代

環境を的確に判断しなければならない｡そのよ

うな判断のできる人材をまず育成する必要があ

るだろう10)｡こうした人材をキーパースンと呼

ぶ｡キーパースンの果たす役割としては,A.

危機感の演出,B.啓蒙指導,情報提侯,C.
情報収集の仕掛人的な役割,D.問題解決のア

ドバイザーの役割,E.商工会の知識集約化の

推進,が挙げられる11)｡

人材育成の上でさらに望まれるのは,日常生

活の中から生じる技術を企画に結び付けること

のできる人材を育てることである｡ 最近は,ワ

ン･シーズンの使い捨て商品に照準を絞った

マーケテイングが行われてきているが,地域産

業にとって,それはあまり採るべき道ではない｡

長期的な展望にたって,デザインがデザインと

していきる戦略を考える必要がある｡ 人々の

ニーズは材料の変遷とともに変化してきている｡

新しい素材から新 しい商品が産み出される時,

そこに生活の芸術たるデザインが生まれてくる｡

このデザインを活かすよう,マーケテイングと

技術の結合をはかっていかなければならない｡

そのためのコーディネーターを育てるのである｡

こうした人材育成に加え,広 くフリーで活躍

しているデザイナーやコンサルタントを積極的

に活用すべきである｡ 彼らは全国各地をめぐっ

ているので,他の産地の情報をいろいろ持って

いる可能性が高い｡故に,単に自分の会社のデ

10) 市井三郎 『哲学的分析』,岩波書店,1963年｡

ll) 『臨空港産業開発への指針』,32ページ｡
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のではなく,そうした情報を求めて投資すると

いう意味で,積極的に契約していくべきである｡

高度情報化社会では,定住 しながら人が動 く

のが特徴である｡ 未来物語では,ニューメディ

アや INSの登場によってテレビ会議が活発に

行われるようになれば,人の移動は次第になく

なっていくとされているが,それはまだまだ現

実性を帯びたものではない｡現段階では,人と

人が接触することによって信頼感が醸成される

ことにより,初めて価値の高い情報が流れてい

く｡ 高度情報化社会になっても,人が情報の担

い手となって動 くことに変わりはないのである｡

空港の活用策は,単なるものの流れではなく,

こうした人の流れを中心に考えるべきである｡

人が流れてくれば,それに付随してものも流れ

るからである｡

そこで,逆に各地域が情報をつ くりだせるま

でになれば,人を呼び寄せることも可能になっ

てくる｡しかし,このような情報は,その地域

によって専門に扱われている情報でなくてはな

らず,各地域がそれぞれ独自な活動を行うこと

によって発信 していかなければならない｡日本

経済全体のマクロの情報や国際情報は東京に集

まりやすいが,このような専門情報は,努力次

第によって,地方が保持できるものである｡ こ

れを引き金として,東京-の求心傾向に対 して,

逆に全国から地方への遠心傾向も生み出してい

くことができるだろう｡ 最近は,各地方でイベ

ントによる地域振興がはかられているが,これ

も地域との関わりを主体的に考えたものでなけ

れば,仮に人が集まったとしても,一過性のも

ので終わってしまうだろう｡ この場合にも,自

分たちが情報を集め,情報を発信する場として,

情報空間としてのイベントを考え,継続 してい

くことが重要である｡

人の蓄積という点については,そのための都

市環境の整備を行わなければならない｡

ハイタレントの定住の可能性を考える場合,

留意しなければならないのは,ハイタレントの

存在は,すぐには商業ベースにはのらないとい

うことである｡ 従って,長い目で文化を育てる
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という視点がなければ,ハイタレントの定住は

実現しないであろう｡

より総合的な次元での有機的組織化という観

点からは,日本大学の望月氏によって,エアー

パーク･シティー ･インダス トリー (APC

I)の構想が提起されている (図 1)｡ これに

よると,未来の空港は, ター ミナルやステー

ション機能から,いくつかの複合的機能を内包

した高度複合施設になるであろうとし,その機

能の複合化を差し当たり3つのレベル (図2)

で考え,モデル化を進めている｡

最近開港した関西国際空港も,この種の高度

複合施設化を目指 したものである｡ 開港準備期

が不況期に重なってしまったため,その計画の

実施は相当に困難な状況に陥っている｡ 今後の

展開に大いに期待 したい｡

以上の考察をまとめる形で,最後に空港につ

いての魅力的な定義を,先の 『臨空港産業開発

への指針』の中から取り上げて置きたい｡

空港施設とは,まさに内的社会と外的社会

が恒常的に接合している部分である｡ その2

つの社会がぶつかり結合して,そこに継続的

エネルギーが発生すると仮説することができ

る｡ 空港は飛行機の発着場だけでなく,情報

が飛び交い,文化がぶつか り,また新 しい産

業の発生する ｢苗床｣として考えることがで

きる｡

ⅠⅤ ま と め

以上,地域開発における航空の果たすべき役

割について,路線構造の再構築と,空港を中心

とした地元産業の活性化という2つの面から取

り扱ってきた｡前者においては,特に ｢循環型

路線構造｣のわが国における有効性について論

じ,その実硯の過程におけるコミューター航空

の意味を問い,その将来象を模索した｡また,

後者においては,｢臨空港産業開発構想｣に基

づき,空港と地域経済の関わ りについて,その

方向性を,高松空港の建設構想案における具体

例にそって検討してきた｡



22 調査と研究 第8号 (1995. 4)

図 1

エアーパークシティのロケーションモデル

エアーパークシティ･インダス トリーのモ

デルイメージ機能

Ⅰ レベ

ルⅡ レベルⅢ レベル インタ

ーフェイストラン

スフォーマ一機能ハード (施設)

機能 市地域イメージ

や未来や産業をイメー

ジする人間 ･情報 ･文化と

いったものを接合 ･変換す

る駅施設から､ショッピン

グセンター､コンベンションセンターなどの複合施設化(出所) 香川県商工会連合会 ･鮒 日本地域開発センター 『臨空港産業開発-の指針』､1985年｡
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現在,航空産業における技術的進歩は,継続

してめざましい進歩を果たし,ここで述べてき

たような構想の具体化も夢ではなくなってきて

いる｡ 今後,こうした環境下でどのような動き

が出てくるのか｡動向に注視しながら,上記の

議論の検証を深めつつ,より議論を深めていき

たいと思う｡
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